


























































































は品目によって異なるが、事故前と比較して 10 － 36％の低下となってお
り、事故から 4 年目の 2014 年 3 月－ 2015 年 2 月の期間でも事故前より価
格が 8 － 37％低下していた。実際に市場に流通している農産物に対する
消費者による回避行動が長期に渡って続いていることも指摘した ｡
２．２．独自のアンケート調査を利用した購買行動の分析




























































日本の対中国農産物輸出をみてみると、2011 年は 5.8 億円となっており、






である名目純輸出（季節調整値）は、2011 年 4 ～ 6 月期、7 ～ 9 月期と 2
四半期連続でマイナスとなった。

































輸出（前年差） 数量（KG） 前年差 金額（千円） 前年差 
2011 年 1 月 0 0 0 0 
2011 年 2 月 0 0 0 0 
2011 年 3 月 0 0 0 0 
2011 年 4 月 0 －224 0 －809 
2011 年 5 月 4,375 －7,267 13,759 －21,699 
2011 年 6 月 13,928 －16,298 21,905 －28,644 
2011 年 7 月 57,767 －94,085 61,046 －71,912 
2011 年 8 月 125,575 －52,093 103,109 －37,159 
2011 年 9 月 77,378 －43,861 58,205 －34,248 
2011 年 10 月 1,395 110 1,021 204 
2011 年 11 月 0 0 0 0 
2011 年 12 月 0 0 0 0 
2011 年 1－12 月 280,418 －213,718 259,045 －194,267 
表１　２0１１ 年におけるモモ類の輸出の変化





































データ期間は 2005 年から 2016 年であり、モモが特定の季節に適応しな
がら成熟していくので、データの季節変動が推定精度を低下させないため
に季節外のデータを使用する必要はないと考えた。したがって、本研究の


























を維持している。平均価格の最大値は 2013 年の 638.63 円 / ㎏、最小値は






変数  平均 
標準 
偏差 
最小値 中央値 最大値 
平均取引価格 
（円/kg） 
福島県産のモモ 734.87  559.80  220.76  481.47  3233.49  
山形県産のモモ 446.90  287.17  122.02  386.40  1575.88  
 山梨県産のモモ 860.42  585.87  404.70  604.46  2347.82  
 長野県産のモモ 784.12  525.98  288.32  486.71  1885.83  
市場シェア 
（総金額） 
福島県産のモモ 0.20  0.19  0.00  0.19  0.55  
山形県産のモモ 0.08  0.10  0.00  0.02  0.34  
 山梨県産のモモ 0.48  0.32  0.00  0.55  0.93  
 長野県産のモモ 0.11  0.13  0.00  0.07  0.59  
取引量 
（1,000kg） 
福島県産のモモ 736.5 1,120.8 0.02 356.6 4,614.3 
山形県産のモモ 138.1 208.8 0.01 9.8 677.2 
 山梨県産のモモ 1,369.3 1,937.2 0.07 268.3 6,499.3 
 長野県産のモモ 156.3 216.6 0.3 32.0 727.9 
市場シェア  
（総量） 
福島県産のモモ 0.21 0.20 0 0.19 0.63 
山形県産のモモ 0.09 0.11 0 0.02 0.33 
 山梨県産のモモ 0.45 0.32 0 0.44 0.91 
 長野県産のモモ 0.11 0.13 0 0.09 0.60 
注：表２は東京都中央卸売市場「市場取引情報（月報・年報）」をもとに作成したもの
である。ここでモモ類はネクタリンを含まない。いずれも 2005 年から 2016 年の





のである。 こで モ類はネクタリンを含まない。いずれも 2005 年から 2016 年





































































































































図１　東京都中央卸売市場における ２005 年～ ２0１6 年
モモの取引量の変化






























数は、　	　　　　　　　　であり、xi は i 県で生産された財の消費量であ
る。消費者の効用は第二段階財の消費量に関連する。これら４つの第二段




























とする。ここで、パラメター α1 は 0<α1 <1、α2 は 0<α2 <1 を満たすこ











で、β + β3 + β4 = 1 で保証される。消費水準（x，x3，x4）の係数は非負条件
を満たし、かつ x－γ>0、x3－γ3 >0、x4－γ4 >0 であるので、x> γ、x3 > γ3、
x4 > γ4 の条件を満たす必要がある。
本研究は非線形見かけ上無関係な回帰（Nonlinear	seemingly	unrelated	

















後の期間を分けて、取引量データ x1、x2、x3 及び x4、実質平均価格データ
p1、p2、p3 及び p4 を用いて、支出割合関数式（5）に代入すると、震災前
後において、それぞれのパラメター α2、β3、β4、γ、γ3 及び γ4 の推定値を




表 3 NSUR 回帰結果（震災前：2005 年-2011 年） 
パラメター Coef. Std.Err. z p>│z│ 
α2 0.3237295 0.0213128 15.19 0.000 
β3 0.4133797 0.607591 6.80 0.000 
β4 0.0345716 0.0124169 2.78 0.005 
γ -1031.877 1314.894 -0.78 0.433 
γ3 2029.918 267.7247. 7.58 0.000 
γ4 3148.296 283.5093 11.10 0.000 
 
  




表 4 NSUR 回帰結果（震災後：2011 年-2016 年） 
パラメター Coef. Std.Err. z p>│z│ 
α2 0.3122842 0.0276176 11.31 0.000 
β3 0.6358669 0.0411588 15.45 0.000 
β4 0.1491149 0.0258082 5.78 0.000 
γ 984.5591 587.3509 1.68 0.094 
γ3 -240020.9 . . . 
γ4 -19793.07 11038.55 -1.79 0.073 
 
  
表 4　NSUR回帰結果（震災 ２0１１ ー ２0１6 年）
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＝1 により、α1 と β の値が計算できる。そこで表５はそれらの変数につい
て、震災前後においての変化率を示している。
原発事故の影響を受けた地域におけるモモに対する消費者選好パラメ




















パラメター    
震災前（2005-2010） 0.552 0.676 -1031.877 
震災後（2011-2016） 0.215 0.687 984.5591 



























える影響を避けるため、歪み率の時系列は、2005 年から 2016 年までの各
年の 7 月から 9 月までの福島県産モモの取引量をウェイトとした加重平均
価格を使用している。






図３  2005 年-2016 年福島県産モモにおける取引価格および仮想価格 
の変化 
 


















年 取引価格 理論価格 歪み率 
2005 330.63 545.89 1.65 
2006 425.80 644.25 1.51 
2007 432.93 809.54 1.87 
2008 382.23 574.45 1.50 
2009 430.79 562.78 1.31 
2010 499.67 699.63 1.40 
2011 254.97 192.77 0.76 
2012 397.42 272.05 0.68 
2013 412.34 227.82 0.55 
2014 398.22 242.69 0.61 
2015 431.52 217.15 0.50 
2016 394.39 206.80 0.52 
注：推定期間は 2005 年から 2016 年までの各年の 7 月から９月まで 
  
表６　 及び歪み率の推定値
 2 05 年から 2016 年までの各年の 7 月から９
注：取引価格は図 2 の福島県産モモ実質平均価格







ら 2010 年にかけて、歪み率が 1 より高い期間である。この場合理論価格
（消費者が直面する価格）は市場の取引価格より高くなっている。震災前
は、福島県産のモモはブランド品とし市場競争力が高かったことが示唆さ
れる。第 2 期は原発事故発生年 2011 年から 2016 年にかけて行われ、この






















かなり大きいことがわかる。表 7 の第 4 列に示されているように、2010
年までは、死重の損失は 6.6 億円を超えている。その後、表 8 で示したよ
うに、原発事故発生年 2011 年において死重的損失は 3.16 億円までに下がっ
た。2012年の死重の損失は1.8億円であり、2013年では4.47億円まで上がっ





表７ 2005 年-2010 年福島県産モモにおける死重の損失 




2005 3.61E+09 2.84E+09 7.76E+08 21% 
2006 3.50E+09 2.84E+09 6.59E+08 19% 
2007 3.26E+09 2.57E+09 6.89E+08 21% 
2008 3.45E+09 2.69E+09 7.68E+08 22% 
2009 3.62E+09 2.97E+09 6.43E+08 18% 
2010 3.71E+09 3.04E+09 6.64E+08 18% 
 
  
表７　２0 5 年ー ２0１0 年福島県産 モにおける死重の損失
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表８ 2011 年-2016 年福島県産モモにおける死重の損失 




2011 2.89E+09 2.57E+09 3.16E+08 11% 
2012 3.17E+09 2.99E+09 1.80E+08 6% 
2013 3.33E+09 2.88E+09 4.47E+08 13% 
2014 3.34E+09 3.03E+09 3.14E+08 9% 
2015 2.88E+09 2.66E+09 2.21E+08 8% 
2016 2.85E+09 2.59E+09 2.58E+08 9% 
 
 















る 2005 年から 2010 年にかけて、理論価格は市場の取引価格より高くなっ
ている。震災前に、福島県産のモモはブランド品として市場競争力が高かっ
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